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　　　　　　　　　　　　　　　　 告 示

愛知県告示第252号
　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定に基づき、形質変更時要届出区域を次のよう
に指定する。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
形質変更時要届出区域 土壌溶出量基準に適合して

いない特定有害物質の種類
土壌含有量基準に適合して
いない特定有害物質の種類

東海市新宝町507番２の一部で次の図に示す区
域（面積3,324.52㎡）

鉛及びその化合物セレン及びその化合物、砒
ひ

素及び
その化合物並びにふっ素及びその
化合物

　（「次の図」は、省略し、その図面を愛知県環境局環境政策部水大気環境課及び知多県民事務所環境保全課におい
て閲覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第253号
　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定に基づき、形質変更時要届出区域を次のよう
に指定する。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
形 質 変 更 時 要 届 出 区 域 土壌含有量基準に適合していない特定有害物質の種類

知多郡武豊町字南小松谷10番及び15番の各一部で次の図
に示す区域（面積298.1㎡）

鉛及びその化合物

　（「次の図」は省略し、その図面を愛知県環境局環境政策部水大気環境課及び知多県民事務所環境保全課において

　　　　　　　　　　　　　　　　 規 則
　 砂 防 指 定 地 内 に お け る 行 為 の 規 制 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 令 和 七 年 五 月 二 日

愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 四 十 七 号

　　　 砂 防 指 定 地 内 に お け る 行 為 の 規 制 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

砂 防 指 定 地 内 に お け る 行 為 の 規 制 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 五 年 愛 知 県 規 則 第 三 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 す る 。

第 三 条 第 三 号 ロ ⑶ 中 「 宅 地 造 成 等 規 制 法 」 を 「 宅 地 造 成 及 び 特 定 盛 土 等 規 制 法 」 に 、 「 第 三 条 第 一 項 の 宅

地 造 成 工 事 規 制 区 域 内 に お い て 同 法 第 八 条 第 一 項 本 文 若 し く は 第 十 二 条 第 一 項 若 し く は 」 を 「 第 十 条 第 一 項

の 宅 地 造 成 等 工 事 規 制 区 域 内 に お い て 同 法 第 十 二 条 第 一 項 若 し く は 第 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 許 可 を 受 け

て 行 う も の 、 同 法 第 二 十 六 条 第 一 項 の 特 定 盛 土 等 規 制 区 域 内 に お い て 同 法 第 三 十 条 第 一 項 若 し く は 第 三 十 五

条 第 一 項 の 規 定 に よ る 許 可 を 受 け て 行 う も の 若 し く は こ れ ら の 区 域 内 に お い て 」 に 改 め る 。

第 十 四 条 第 二 項 中 「 国 土 交 通 省 の 所 管 す る 法 律 の 規 定 に 基 づ く 立 入 検 査 等 の 際 に 携 帯 す る 職 員 の 身 分 を 示

す 証 明 書 の 様 式 の 特 例 に 関 す る 省 令 」 を 「 国 土 交 通 省 の 所 管 す る 法 律 の 規 定 に 基 づ く 立 入 検 査 等 の 際 に 携 帯

す る 職 員 の 身 分 を 示 す 証 明 書 の 様 式 に 関 す る 省 令 」 に 改 め る 。

　　 附　 則

１　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２　 宅 地 造 成 等 規 制 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 四 年 法 律 第 五 十 五 号 ） 附 則 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り な

お 従 前 の 例 に よ る こ と と さ れ る 同 法 に よ る 改 正 前 の 宅 地 造 成 等 規 制 法 （ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 百 九 十 一 号 ）

第 八 条 第 一 項 本 文 又 は 第 十 二 条 第 一 項 の 許 可 を 受 け て 行 う 工 事 に 係 る 盛 土 及 び 切 土 に つ い て は 、 改 正 後 の

砂 防 指 定 地 内 に お け る 行 為 の 規 制 等 に 関 す る 規 則 第 三 条 第 三 号 ロ ⑶ の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 号 ロ ⑶ に 掲 げ

る 盛 土 又 は 切 土 に 該 当 す る も の と み な し て 、 同 条 の 規 定 を 適 用 す る 。
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閲覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第254号
　救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条第１項の規定に基づき、次のように救急病院
及び救急診療所を認定した。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
名 称 所 在 地 認　定

年月日
認　　定
有効期限

杉上クリニック 日進市岩崎町芦廻間87－１ 令和
７. ４. １

令和
10. ３.31

地方独立行政法人知多半島総合医療
機構知多半島りんくう病院

常滑市飛香台３丁目３番地の３ 同 ４. １ 同 ３.31

医療法人桜井医院 名古屋市西区市場木町286番地 同 ５. １ 同 ４.30

はるひ呼吸器病院 清須市春日流８番地１ 同 ５. １ 同 ４.30

豊川市民病院 豊川市八幡町野路23番地 同 ５. １ 同 ４.30

　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第255号
　計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定に基づき、計量器の定期検査を次のように実施する。
　なお、特定計量器検定検査規則（平成５年通商産業省令第70号）第39条第１項の規定による計量器の所在
の場所で行う定期検査は、各区域ともそれぞれ検査期日後60日以内に実施する。
　　令和７年５月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛知県知事　大　村　秀　章　
１　定期検査日程

区 域 検 査 期 日 受 付 時 間 検 査 会 場
碧南市 令和７年７月８日（火） 午前10時から正午まで

午後１時から午後３時まで
碧南市役所

同 同　　　７月９日（水） 同 同

同 同　　　７月10日（木） 同 同

高浜市 同　　　７月15日（火） 同 高浜エコハウス

同 同　　　７月16日（水） 同 同

刈谷市 同　　　８月19日（火） 同 刈谷保護区更生保護サポートセン
ター

同 同　　　８月20日（水） 同 同

同 同　　　８月22日（金） 同 同

安城市 同　　　８月26日（火） 同 へきしんギャラクシープラザ（安城
市文化センター）

同 同　　　８月27日（水） 同 同

同 同　　　８月28日（木） 同 同

知立市 同　　　９月２日（火） 同 知立市中央公民館

同 同　　　９月３日（水） 同 同

２　定期検査対象特定計量器
　　質量計（計量法施行令（平成５年政令第329号）第２条第２号に掲げるもの。ただし、自重計及び自動

はかりを除く。）で取引又は証明に使用するもの
３　定期検査実施機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　愛知県指定定期検査機関　一般社団法人愛知県計量連合会
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第256号
　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第１項及び第26条第１項の規定に基づき、
宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域を次のように指定する。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
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１　区域の表示
　　次の図のとおり
２　指定年月日
　　令和７年５月９日
　（「次の図」は、省略し、その図面を愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課盛土対策室に備え置いて
縦覧に供する。）

　　　　　　　　　　　　　　　　 公 告

　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容　

⑴　賃借案件の名称及び数量
液体クロマトグラフ／タンデム質量分析装置　一式

⑵　賃借案件の仕様等
入札説明書で示す仕様等とします。なお、賃借には、当該機器の現場設置作業を含みます。

⑶　賃借期間
令和７年９月１日（月）から令和13年８月31日（日）まで
（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定に基づく長期継続契約）

⑷　納入場所
愛知県衛生研究所衛生化学部（名古屋市北区辻󠄀町字流７番６）

⑸　入札方法
ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
電子入札システムにより難い場合は、紙による入札書の提出により参加することができます。

イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。
アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html

ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関

する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）１⑴アに規定する調達契
約からの排除措置を受けていない者であること。

⑶　この公告の日から開札の日までの期間において、愛知県が発注する物品の製造・販売、物品の買受け
及び役務の提供等（以下「物品の製造等」という。）に係る指名停止の措置を受けていない者であること。

⑷　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和６年４月～令和８年３月）「３．役務の提供等」
のうち「11．リース・レンタル」に登録されている者であること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法

令和７年５月２日（金）から令和７年６月４日（水）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子
入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。

アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午前８時から午後８時まで
です。

⑵　入札期間
令和７年６月11日（水）午前９時から令和７年６月12日（木）正午まで（電子入札システムの稼働時

間は、⑴のとおり。）
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⑶　開札の日時及び場所

令和７年６月12日（木）　午後２時
愛知県衛生研究所総務課

⑷　問合せ先
愛知県衛生研究所総務課
　名古屋市北区辻󠄀町字流７番６（郵便番号462－8576）
　電話（052）910－5618

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭
和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、

無効とします。
⑷　契約書作成の要否

要
⑸　競争入札参加者に要求される事項

入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び契約実績一覧表を令和７年５月７日
（水）午前10時から令和７年６月４日（水）午後５時までの間に、電子入札システムにより提出しなけ
ればなりません（電子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。なお、提出した書類について説明
を求められたときは、これに応じなければなりません。

期限までに競争入札参加資格確認申請書等を提出していない者及び入札参加資格がないと認められた
者は、入札に参加することができません。

⑹　落札者の決定方法
財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑺　その他

詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of products to be leased: Liquid Chromatograph-tandem Mass Spectrometer, 1 set
⑵　Bidding period: 9:00 a.m., June 11, 2025 -noon, June 12, 2025
⑶　Contact point: General Affairs Division, Aichi Prefectural Institute of Public Health

7-6 Nagare, Tsuji-cho, Kita-ku, Nagoya, Aichi 462-8576, Japan
Tel. 052-910-5618

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容

⑴　賃借案件の名称及び数量
トラップ付き液体クロマトグラフ／タンデム質量分析装置　一式

⑵　賃借案件の仕様等
入札説明書で示す仕様等とします。なお、賃借には、当該機器の現場設置作業を含みます。

⑶　賃借期間
令和７年９月１日（月）から令和13年８月31日（日）まで
（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定に基づく長期継続契約）

⑷　納入場所
愛知県衛生研究所衛生化学部（名古屋市北区辻󠄀町字流７番６）

⑸　入札方法　
ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
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は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
電子入札システムにより難い場合は、紙による入札書の提出により参加することができます。

イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。
アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html

ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関

する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）１⑴アに規定する調達契
約からの排除措置を受けていない者であること。

⑶　この公告の日から開札の日までの期間において、愛知県が発注する物品の製造・販売、物品の買受け
及び役務の提供等（以下「物品の製造等」という。）に係る指名停止の措置を受けていない者であること。

⑷　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和６年４月～令和８年３月）「３．役務の提供等」
のうち「11．リース・レンタル」に登録されている者であること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法

令和７年５月２日（金）から令和７年６月４日（水）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子
入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。

アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午前８時から午後８時まで
です。

⑵　入札期間
令和７年６月11日（水）午前９時から令和７年６月12日（木）正午まで（電子入札システムの稼働時

間は、⑴のとおり。）
⑶　開札の日時及び場所

令和７年６月12日（木）　午後２時
愛知県衛生研究所総務課

⑷　問合せ先
愛知県衛生研究所総務課
　名古屋市北区辻󠄀町字流７番６（郵便番号462－8576）
　電話（052）910－5618

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭
和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、

無効とします。
⑷　契約書作成の要否

要
⑸　競争入札参加者に要求される事項

入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び契約実績一覧表を令和７年５月７日
（水）午前10時から令和７年６月４日（水）午後５時までの間に、電子入札システムにより提出しなけ
ればなりません（電子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。なお、提出した書類について説明
を求められたときは、これに応じなければなりません。

期限までに競争入札参加資格確認申請書等を提出していない者及び入札参加資格がないと認められた
者は、入札に参加することができません。

⑹　落札者の決定方法
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財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑺　その他

詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of products to be leased: Triple quadrupole linear ion trap liquid chromatograph-mass 
spectrometer system, 1 set

⑵　Bidding period: 9:00 a.m., June 11, 2025 - 12:00 a.m., June 12, 2025
⑶　Contact point: General Affairs Division, Aichi Prefectural Institute of Public Health

7-6 Nagare, Tsuji-cho, Kita-ku, Nagoya, Aichi 462-8576, Japan
Tel. 052-910-5618

　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により大規模小
売店舗の変更の届出があった。
　なお、法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の
保持のために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に限り、愛知県に対
し意見書の提出により意見を述べることができる。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１⑴　大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名
ユニー株式会社
稲沢市天池五反田町１番地
代表取締役　榊原　　健

⑵　大規模小売店舗の名称及び所在地
アピタ刈谷店
刈谷市南桜町二丁目56番１号ほか８筆

⑶　大規模小売店舗の変更の日
縦覧による。

⑷　大規模小売店舗の変更の事項及び概要
届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

小売業を
行う者

氏名又は名称 ユニー株式会社 変更前に同じ

代表者の氏名 代表取締役　榊原　　健 同

住所 稲沢市天池五反田町１番地 同

その他小売業を行う者 17名（縦覧による） 22名（縦覧による）

⑸　大規模小売店舗の変更の理由
　小売業者の代表者の変更及び入店のため。

⑹　届出の日
令和７年４月11日

⑺　届出等の縦覧場所
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課（名古屋市中区三の丸三丁目１－２）

⑻　届出等の縦覧の期間及び時間
　令和７年５月２日（金）から令和７年９月２日（火）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する
法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５時30分まで

⑼　意見書の提出期限及び提出先
令和７年９月２日（火）
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課

２⑴　大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表
者の氏名

ユニー株式会社
稲沢市天池五反田町１番地
代表取締役　榊原　　健

⑵　大規模小売店舗の名称及び所在地
ピアゴ洞店
岡崎市洞町字的場33－１番地ほか23筆
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⑶　大規模小売店舗の変更の日

縦覧による。
⑷　大規模小売店舗の変更の事項及び概要

届 出 事 項 変 更 前 変 更 後
小売業を
行う者

氏名又は名称 ユニー株式会社 変更前に同じ

代表者の氏名 代表取締役　榊原　　健 同

住所 稲沢市天池五反田町１番地 同

その他小売業を行う者 ８名（縦覧による） ９名（縦覧による）

⑸　大規模小売店舗の変更の理由
　小売業者の代表者及び住所の変更並びに入退店のため。

⑹　届出の日
令和７年４月11日

⑺　届出等の縦覧場所
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課（名古屋市中区三の丸三丁目１－２）

⑻　届出等の縦覧の期間及び時間
　令和７年５月２日（金）から令和７年９月２日（火）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する
法律に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５時30分まで

⑼　意見書の提出期限及び提出先
令和７年９月２日（火）
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課

３⑴　大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表
者の氏名

みずほ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
代表取締役　笹田　賢一

⑵　大規模小売店舗の名称及び所在地
リーフウォーク稲沢
稲沢市下津穂所一丁目１番１ほか５筆

⑶　大規模小売店舗の変更の日
縦覧による。

⑷　大規模小売店舗の変更の事項及び概要
届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

小売業を
行う者

氏名又は名称 ＵＤリテール株式会社 変更前に同じ

代表者の氏名 代表取締役　鈴木　康介 同

住所 東京都目黒区青葉台二丁目19番10号 同

その他小売業を行う者 57名（縦覧による） 56名（縦覧による）

⑸　大規模小売店舗の変更の理由
小売業者の名称、代表者及び住所の変更並びに入退店のため。

⑹　届出の日
令和７年４月11日

⑺　届出等の縦覧場所
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課（名古屋市中区三の丸三丁目１－２）

⑻　届出等の縦覧の期間及び時間
令和７年５月２日（金）から令和７年９月２日（火）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する

法律に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５時30分まで
⑼　意見書の提出期限及び提出先

令和７年９月２日（火）
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課

４⑴　大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表
者の氏名

ユニー株式会社
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稲沢市天池五反田町１番地
代表取締役　榊原　　健

⑵　大規模小売店舗の名称及び所在地
ヴェルサウォーク西尾
西尾市高畠町三丁目23－９

⑶　大規模小売店舗の変更の日
縦覧による。

⑷　大規模小売店舗の変更の事項及び概要
届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

小売業を
行う者

氏名又は名称 ユニー株式会社 変更前に同じ

代表者の氏名 代表取締役　榊原　　健 同

住所 稲沢市天池五反田町１番地 同

その他小売業を行う者 44名（縦覧による） 44名（縦覧による）

⑸　大規模小売店舗の変更の理由
小売業者の名称、代表者及び住所の変更並びに入退店のため。

⑹　届出の日
令和７年４月11日

⑺　届出等の縦覧場所
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課（名古屋市中区三の丸三丁目１－２）

⑻　届出等の縦覧の期間及び時間
令和７年５月２日（金）から令和７年９月２日（火）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する

法律に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５時30分まで
⑼　意見書の提出期限及び提出先

令和７年９月２日（火）
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課

５⑴　大規模小売店舗を新設する者又は設置している者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表
者の氏名

ユニー株式会社
稲沢市天池五反田町１番地
代表取締役　榊原　　健

⑵　大規模小売店舗の名称及び所在地
テラスウォーク一宮
一宮市両郷町一丁目６番地

⑶　大規模小売店舗の変更の日
縦覧による。

⑷　大規模小売店舗の変更の事項及び概要
届 出 事 項 変 更 前 変 更 後

小売業を
行う者

氏名又は名称 ユニー株式会社 変更前に同じ

代表者の氏名 代表取締役　榊原　　健 同

住所 稲沢市天池五反田町１番地 同

その他小売業を行う者 37名（縦覧による） 37名（縦覧による）

⑸　大規模小売店舗の変更の理由
　小売業者の代表者及び住所の変更並びに入退店のため。

⑹　届出の日
令和７年４月11日

⑺　届出等の縦覧場所
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課（名古屋市中区三の丸三丁目１－２）

⑻　届出等の縦覧の期間及び時間
　令和７年５月２日（金）から令和７年９月２日（火）まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する
法律に規定する休日を除く。）の午前９時から午後５時30分まで

⑼　意見書の提出期限及び提出先
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令和７年９月２日（火）
愛知県経済産業局中小企業部商業流通課

　　　　　　　　　　　　　　　　
　河川法（昭和39年法律第167号。以下「法」という。）の規定に違反する次の行為について、船舶（別表に
掲げる船舶をいう。以下同じ。）の所有者、占有者その他船舶について権原を有する者その他の法第75条第
１項の規定により河川管理者が措置を命ずべき者（以下「所有者等」という。）を確知することができない
ので、同条第３項後段の規定に基づき、令和７年５月16日までに、次の措置を行うべきことを公告する。
　なお、所有者等が期限までに措置を行わないときは、愛知県知事又はその命じた者若しくは委任した者が
措置を行い、当該措置に要した費用は、法第75条第９項の規定により、所有者等の負担となる。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　違反行為の内容

二級河川境川水系逢妻川の河川区域内の土地において、法第24条の規定に違反して、船舶を放置してい
ること。

２　措置の内容
船舶を河川区域外に除却すること。

３　問合せ先
愛知県知立建設事務所維持管理課管理グループ
　知立市上重原町蔵福寺124番地
　電話（0566）82－6461

４　関係図書の閲覧場所
愛知県建設局河川課、愛知県知立建設事務所及び刈谷市役所

別表
　場所：二級河川境川水系逢妻川　刈谷市港町３丁目地内
整理
番号 船舶番号 船名 長さ（ｍ） 色 素材

（船体） その他
１ 232－10287 不明 6.0 白 ＦＲＰ 堤防に乗り上げ

２ 243－23115 不明 3.9 白 ＦＲＰ 堤防に乗り上げ

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次の都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項の規定に基づき許可した開発行為に関する工事は
完了した。
　　令和７年５月２日

　　　　愛知県知事　大　村　秀　章　
許可番号 許　可

年月日 開発許可を受けた者の氏名 開 発 許 可 を 受 け た 者 の 住 所 開発区域に含まれる地域の名称
３知建
59－22

令和
３. ９.17

越村　仁一 名古屋市千種区新池町１－18－１ 知多市日長東田二丁目29－１

３知建
59－23

３. ９.17 株式会社アクアメディカル
　代表取締役　川端　　篤

三重県松阪市伊勢寺町481－６ 知多市日長東田二丁目28－1及び
29－２

５尾建
96－130

５.11. ６ 株式会社あいネット・サ
ポート
　代表取締役　舩橋　拡行

名古屋市南区薬師通１－14 豊明市栄町三ツ池下27－２及び
28－1

５尾建
96－114

５.11. ６ あいち生活協同組合
　代表理事　寺西　道治

名古屋市南区薬師通１－14 豊明市栄町三ツ池下23ほか３筆

６尾建
96－22

６. ５. ８ 有限会社新生興産
　代表取締役　和田　博一

北名古屋市井瀬木五反地23－６ 北名古屋市中之郷四辻39ほか４
筆

６尾建
96－79

６. ９.24 畑佐　紗織 北名古屋市熊之庄江川69 北名古屋市徳重吉原32

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容

⑴　調達案件の名称及び数量
印刷物「第27回参議院議員通常選挙選挙公報（愛知県選挙区）」始め２件

⑵　調達案件の仕様等



令和７年５月２日　　　　　金曜日　　　　愛  知  県  公  報

-11-

第601号
入札説明書で示す仕様等とします。

⑶　納入期限
入札説明書で示す納入期限とします。

⑷　納入場所	
入札説明書で示す場所とします。

⑸　入札方法
ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
電子入札システムにより難い場合は、紙による入札書の提出により入札に参加することができます。

イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。
アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html

ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関

する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）１⑴アに規定する調達契
約からの排除措置を受けていない者であること。

⑶　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和６年４月～令和８年３月）「01．物品の製造・
販売」のうち「05．一般印刷」に登録されている者であること。

⑷　地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき、知事が定める資格（事業所の所在地に関する必
要な資格を除く。）を有する者であること。

⑸　この公告の日から開札の日までの期間において、愛知県会計局が定める指名停止取扱要領に基づく指
名停止の措置を受けていない者であること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法

令和７年５月２日（金）から令和７年５月27日（火）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子
入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。

アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午前８時から午後８時まで
です。

⑵　入札書の提出期間
令和７年６月３日（火）午前９時から令和７年６月４日（水）午後５時まで（電子入札システムの稼

働時間は、⑴のとおり。）
⑶　開札の日時及び場所

令和７年６月５日（木）　午前11時
愛知県会計局調達課調達第一グループ

⑷　契約条項を示す場所及び問合せ先
愛知県会計局調達課調達第一グループ
　名古屋市中区三の丸三丁目１－２（郵便番号460－8501）
　電話（052）954－6645

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭
和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、
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無効とします。

⑷　契約書作成の要否
要

⑸　契約書の作成方法
電子契約サービスを使用して契約内容を記録した電磁的記録（以下「電子契約書」という。）を作成

します。ただし、電子契約書により難い場合は、紙の契約書を作成することとします。
⑹　競争入札参加者に要求される事項

入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び関係書類を令和７年５月２日（金）
午前９時から令和７年５月28日（水）午後５時までの間に電子入札システムにより提出しなければなり
ません（電子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。なお、提出した書類について説明を求めら
れたときは、これに応じなければなりません。

提出された競争入札参加資格確認申請書及び関係書類を審査した結果、当該調達案件を納入すること
ができると認められた者に限り、入札への参加を認めます。

⑺　落札者の決定方法
財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑻　その他

詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of products to be purchased: Official election bulletin for the 27th regular election for the 
Members of the House of Councillors (Aichi electoral district), printed matter, 2 types

⑵　Time limit for the submission of tenders: Between 9:00 a.m., June 3, 2025, and 5:00 p.m., June 4, 2025
⑶　Contact point: Procurement Division, Office of the Treasury, Aichi Prefectural Government

3-1-2 Sannomaru, Naka-ku, Nagoya, Aichi 460-8501 Japan
Tel. 052-954-6645

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容

⑴　賃借案件の名称及び数量
電子計算組織　59組

⑵　賃借案件の仕様等
入札説明書で示す仕様等とします。

⑶　賃借期間
令和７年９月１日（月）から令和13年８月31日（日）まで
（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定に基づく長期継続契約）

⑷　納入場所
入札説明書で示す場所とします。

⑸　入札方法
ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
電子入札システムにより難い場合は、紙による入札書の提出により入札に参加することができます。

イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。
アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html

ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し
た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関



令和７年５月２日　　　　　金曜日　　　　愛  知  県  公  報

-13-

第601号
する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）１⑴アに規定する調達契
約からの排除措置を受けていない者であること。

⑶　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和６年４月～令和８年３月）「03．役務の提供等」
のうち「08．コンピュータサービス」又は「11．リース・レンタル」に登録されている者であること。

⑷　地方自治法施行令第167条の５の２の規定に基づき、知事が定める資格（事業所の所在地に関する必
要な資格を除く。）を有する者であること。

⑸　競争入札参加資格確認申請書の提出日から開札の日までの期間において、愛知県会計局が定める指名
停止取扱要領に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法

令和７年５月２日（金）から令和７年５月14日（水）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子
入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。

アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午前８時から午後８時まで
です。

⑵　入札期間
令和７年５月22日（木）午前９時から正午まで（電子入札システムの稼働時間は、⑴のとおり。）

⑶　開札の日時及び場所
令和７年５月22日（木）　午後１時
愛知県教育委員会事務局教育部ＩＣＴ教育推進課

⑷　契約条項を示す場所及び問合せ先
愛知県教育委員会事務局教育部ＩＣＴ教育推進課振興・ネットワークグループ
　名古屋市中区三の丸三丁目１－２（郵便番号460－8534）
　電話（052）954－7462

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭
和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、

無効とします。
⑷　契約書作成の要否

要
⑸　競争入札参加者に要求される事項

入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び２⑷の資格を有することを証明する
書類を令和７年５月２日（金）午後３時から令和７年５月14日（水）午後５時までの間に電子入札シス
テムにより提出しなければなりません（電子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。ただし、電
子入札システムによって提出し難い物については、持参又は郵送も可とします。なお、提出した書類に
ついて説明を求められたときは、これに応じなければなりません。

提出された競争入札参加資格確認申請書及び証明書類を審査した結果、当該調達案件を請け負うこと
ができると認められた者に限り、落札の対象とします。

⑹　落札者の決定方法
財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑺　その他

ア　契約書の作成は、電子契約サービスを使用して契約内容を記録した電磁的記録（電子契約書）を作
成する方法によることができます。

イ　詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of the products to be leased: Computers 59 units
⑵　Bidding period: 9:00 a.m., May 22, 2025 - noon, May 22, 2025
⑶　Contact point for the notice: ICT Education Division, Aichi Prefectural Board of Education

3-1-2 Sannomaru, Naka-ku, Nagoya, Aichi 460-8534 Japan
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Tel. 052-954-7462

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容　

⑴　調達案件の名称及び数量
事業用操縦士限定変更訓練委託（レオナルド式ＡＷ139型）　一式

⑵　調達案件の仕様等
入札説明書で示す仕様等とします。

⑶　契約期間
契約締結日から令和８年３月31日（火）まで

⑷　履行場所
入札説明書で示す場所とします。

⑸　入札方法等
ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
電子入札システムにより難い場合は、事前に承認を得て、紙による入札書の提出により入札に参加

することができます。
イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。

アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html
ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関

する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受け
ていないこと。

⑶　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和６年４月～令和８年３月）大分類「03．役務
の提供等」に登録されている者であること。

⑷　当該調達又はこれと同等の調達について契約実績があることを証明した者であること。
⑸　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない

者又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされてい
ない者であること。

⑹　この公告の日から開札までの期間において、愛知県から物品の製造等に係る指名停止の措置を受けて
いないこと。

⑺　愛知県警察が定める誓約書及び法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。）の役員等（法人にあっ
ては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者その他経営又は運営に実質的に関与している
者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等その他経営又は運営
に実質的に関与している者、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者その他経営又は運
営に実質的に関与している者をいう。）に係る名簿が提出されていること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法

令和７年５月２日（金）から令和７年５月30日（金）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子
入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。

アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午前８時から午後８時まで
です。

⑵　入札期間
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令和７年６月16日（月）午前10時から令和７年６月17日（火）午後５時まで（電子入札システムの稼

働時間は、⑴のとおり。）
⑶　開札の日時及び場所

令和７年６月18日（水）　午前９時30分
愛知県警察本部総務部会計課

⑷　問合せ先
愛知県警察本部総務部会計課調度係
　名古屋市中区三の丸二丁目１－１（郵便番号460－8502）
　電話（052）951－1611　内線2245

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭
和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、

無効とします。
⑷　契約書作成の要否

要
⑸　競争入札参加者に要求される事項

入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び２の資格を有することを証明する書
類（入札説明書で示されている。以下「確認申請書等」という。）を令和７年５月２日（金）午前10時
から令和７年５月30日（金）午後１時までの間に、電子入札システムにより提出しなければなりません（電
子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。なお、提出した書類について説明を求められたときは、
これに応じなければなりません。

提出された確認申請書等を審査した結果、当該調達案件を請け負うことができると認められた者に限
り、落札の対象とします。

⑹　落札者の決定方法
財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑺　その他

詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of the services to be required: Commissioning of Limited Change Training for Commercial 
Pilot Licenses(Leonardo AW 139), 1 set

⑵　Bidding period: 10:00 a.m., June 16, 2025 - 5:00 p.m., June 17, 2025
⑶　Contact point for the notice: Procurement Section, Accounting Division, General Affairs Department, Aichi 

Prefectural Police Headquarters
2-1-1 Sannomaru, Naka-ku, Nagoya, Aichi 460-8502 Japan
Tel. 052-951-1611 Ext. 2245

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容　

⑴　調達案件の名称及び数量
カーロケータシステム車載端末の賃貸借契約　一式

⑵　調達案件の仕様等
入札説明書で示す仕様等とします。

⑶　契約期間
令和８年３月１日（日）から令和14年２月29日（日）まで
（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定に基づく長期継続契約）

⑷　履行場所
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入札説明書で示す場所とします。

⑸　入札方法等
ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
電子入札システムにより難い場合は、事前に承認を得て、紙による入札書の提出により入札に参加

することができます。
イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。

アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html
ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関

する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受け
ていないこと。

⑶　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和６年４月～令和８年３月）大分類「03．役務
の提供等」のうち中分類「11．リース・レンタル」に登録されている者であること。

⑷　当該調達又はこれと同等の調達について契約実績があることを証明した者であること。
⑸　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない

者又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされてい
ない者であること。

⑹　この公告の日から開札までの期間において、愛知県から物品の製造等に係る指名停止の措置を受けて
いないこと。

⑺　愛知県警察が定める誓約書及び法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。）の役員等（法人にあっ
ては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者その他経営又は運営に実質的に関与している
者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等その他経営又は運営
に実質的に関与している者、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者その他経営又は運
営に実質的に関与している者をいう。）に係る名簿が提出されていること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法

令和７年５月２日（金）から令和７年５月30日（金）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子
入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。

アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日（以下「休日」という。）及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午
前８時から午後８時までです。

⑵　入札期間
令和７年６月16日（月）午前10時から令和７年６月17日（火）午後５時まで（電子入札システムの稼

働時間は、⑴のとおり。）
⑶　開札の日時及び場所

令和７年６月18日（水）　午前９時40分
愛知県警察本部総務部会計課

⑷　問合せ先
愛知県警察本部総務部会計課調度係
　名古屋市中区三の丸二丁目１－１（郵便番号460－8502）
　電話（052）951－1611　内線2245

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭
和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
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含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、

無効とします。
⑷　契約書作成の要否

要
⑸　競争入札参加者に要求される事項

入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び２の資格を有することを証明する書
類（入札説明書で示すもの。以下「確認申請書等」という。）を令和７年５月２日（金）午前10時から
令和７年５月30日（金）午後１時までの間に、電子入札システムにより提出しなければなりません（電
子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。なお、提出した書類について説明を求められたときは、
これに応じなければなりません。

提出された確認申請書等を審査した結果、当該調達案件を請け負うことができると認められた者に限
り、落札の対象とします。

⑹　納入機器の性能証明
入札に参加しようとする者は、応札機器性能保証書、機器構成一覧表及び性能証明書を納入予定機器

の製品カタログ又はこれに代わるものとともに令和７年５月２日（金）から令和７年５月30日（金）ま
で（日曜日、土曜日及び休日を除く。）の午前10時から午後５時（令和７年５月30日（金）は午後１時）
までの間に愛知県警察本部地域部通信指令課に提出し、承認を受けなければなりません。

⑺　落札者の決定方法
財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑻　その他

詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of the products to be leased: Lease Agreement for Vehicle-Mounted Terminals for Car 
Locator System, 1 set

⑵　Bidding period: 10:00 a.m., June 16, 2025 - 5:00 p.m., June 17, 2025
⑶　Contact point for the notice: Procurement Section, Accounting Division, General Affairs Department, Aichi 

Prefectural Police Headquarters
2-1-1 Sannomaru, Naka-ku, Nagoya, Aichi 460-8502 Japan
Tel. 052-951-1611 Ext. 2245

　　　　　　　　　　　　　　　　
　次のとおり一般競争入札に付します。
　なお、本調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第
372号）の規定が適用される調達契約に該当する場合があります。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
１　調達内容　

⑴　調達案件の名称及び数量
愛知県警察交通管制センター上位装置設備の賃貸借契約　一式

⑵　調達案件の仕様等
入札説明書で示す仕様等とします。

⑶　契約期間
令和８年３月１日（日）から令和13年２月28日（金）まで
（地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３の規定に基づく長期継続契約）

⑷　履行場所
入札説明書で示す場所とします。

⑸　入札方法等
ア　この入札は、あいち電子調達共同システム（物品等）のサブシステムである電子入札システム（以

下「電子入札システム」という。）により実施するため、電子署名及び認証業務に関する法律（平成
12年法律第102号）に基づき主務大臣の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行した電子証明書又
は商業登記法（昭和38年法律第125号）に基づき登記官が作成した電子証明書のうち、一般財団法人
日本建設情報総合センターが提供する電子入札コアシステムに対応した証明書を格納しているカード

（以下「ＩＣカード」という。）が必要です。
電子入札システムにより難い場合は、事前に承認を得て、紙による入札書の提出により入札に参加

することができます。
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イ　詳細な入札方法は、愛知県物品等電子調達実施要領によるものとします。

アドレス　https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chotatsu/0000017537.html
ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。

２　競争参加資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　この公告の日から開札の日までの期間において、「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関

する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受け
ていないこと。

⑶　物品の製造等に係る愛知県入札参加資格者名簿（令和６年４月～令和８年３月）大分類「03．役務
の提供等」のうち中分類「11．リース・レンタル」に登録されている者であること。

⑷　当該調達又はこれと同等の調達について契約実績があることを証明した者であること。
⑸　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない

者又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされてい
ない者であること。

⑹　この公告の日から開札までの期間において、愛知県から物品の製造等に係る指名停止の措置を受けて
いないこと。

⑺　愛知県警察が定める誓約書及び法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。）の役員等（法人にあっ
ては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者その他経営又は運営に実質的に関与している
者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等その他経営又は運営
に実質的に関与している者、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者その他経営又は運
営に実質的に関与している者をいう。）に係る名簿が提出されていること。

３　入札説明書の交付方法等
⑴　入札説明書の交付方法

令和７年５月２日（金）から令和７年５月30日（金）までの電子入札システムの稼働時間内に、電子
入札システムにアクセスし、ダウンロードして入手してください。

アドレス　https://www.buppin.e-aichi.jp/index.html
なお、電子入札システムの稼働時間は、日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日（以下「休日」という。）及び12月29日から翌年１月３日までの日以外の日の午
前８時から午後８時までです。

⑵　入札期間
令和７年６月16日（月）午前10時から令和７年６月17日（火）午後５時まで（電子入札システムの稼

働時間は、⑴のとおり。）
⑶　開札の日時及び場所

令和７年６月18日（水）　午前９時50分
愛知県警察本部総務部会計課

⑷　問合せ先
愛知県警察本部総務部会計課調度係
　名古屋市中区三の丸二丁目１－１（郵便番号460－8502）
　電話（052）951－1611　内線2245

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限ります。
⑵　入札保証金

入札に参加しようとする者は、見積金額の100分の５以上の金額の入札保証金（愛知県財務規則（昭
和39年愛知県規則第10号。以下「財務規則」という。）第152条の４に定める入札保証金に代わる担保を
含む。）を開札期日までに納めなければなりません。ただし、財務規則第152条の３の規定により、全部
又は一部の納付を免除されたときは、この限りでありません。

⑶　入札の無効
財務規則第152条（入札の無効）の規定に該当する入札及びＩＣカードを不正に使用して行った入札は、

無効とします。
⑷　契約書作成の要否

要
⑸　競争入札参加者に要求される事項

入札に参加しようとする者は、競争入札参加資格確認申請書及び２の資格を有することを証明する書
類（入札説明書で示すもの。以下「確認申請書等」という。）を令和７年５月２日（金）午前10時から



令和７年５月２日　　　　　金曜日　　　　愛  知  県  公  報

-19-

第601号
令和７年５月30日（金）午後１時までの間に、電子入札システムにより提出しなければなりません（電
子入札システムの稼働時間は、３⑴のとおり。）。なお、提出した書類について説明を求められたときは、
これに応じなければなりません。

提出された確認申請書等を審査した結果、当該調達案件を請け負うことができると認められた者に限
り、落札の対象とします。

⑹　納入機器の性能証明
入札に参加しようとする者は、応札機器性能保証書及び機器構成表を納入予定機器の製品カタログ又

はこれに代わるものとともに令和７年５月２日（金）から令和７年５月30日（金）まで（日曜日、土曜
日及び休日を除く。）の午前10時から午後５時（令和７年５月30日（金）は午後１時）までの間に愛知
県警察本部交通部通交通規制課に提出し、承認を受けなければなりません。

⑺　落札者の決定方法
財務規則第153条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。
⑻　その他

詳細は、入札説明書によります。
５　Summary

⑴　Nature and quantity of the products to be leased: Lease agreement for the Central Control Equipment of the 
Aichi prefectural police Traffic Control Center,1 set

⑵　Bidding period: 10:00 a.m., June 16, 2025 - 5:00 p.m., June 17, 2025
⑶　Contact point for the notice: Procurement Section, Accounting Division, General Affairs Department, Aichi 

Prefectural Police Headquarters
2-1-1 Sannomaru, Naka-ku, Nagoya, Aichi 460-8502 Japan
Tel. 052-951-1611 Ext. 2245

　　　　　　　　　　　　　　　　
　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第12条令（平成７年政令第372号）の
規定により、次のように落札者等について公示します。
　　令和７年５月２日

愛知県知事　大　村　秀　章　
［契約に関する事務を担当する本庁各課又はかいの名称及び所在地］
　愛知県警察本部総務部会計課　名古屋市中区三の丸二丁目１番１号
［掲載順序］

①物品等又は特定役務の名称及び数量　②落札者又は随意契約の相手方を決定した日　③落札者又は随意
契約の相手方の住所及び氏名　④落札金額又は随意契約に係る契約金額　⑤契約の相手方を決定した手続
　⑥入札公告を行った日
①自動車燃料の購入に係る単価契約　ア　ガソリン　無鉛ハイオク　198,200リットル（予定）　イ　ガ
ソリン　無鉛レギュラー　845,900リットル（予定）　ウ　軽油　ＪＩＳ規格１号又は２号　34,600リッ
トル（予定）　②令和７年２月27日　③名古屋市中区正木３－２－70　愛知県石油業協同組合　④ア　
187.099円（単価）　イ　175.692円（単価）　ウ　154.992円（単価）　⑤一般競争入札　⑥令和７年１
月17日
①ソフトウェアライセンスの購入　一式　②令和７年２月27日　③東京都港区芝５－７－１　日本電気株
式会社　④296,371,768円　⑤一般競争入札　⑥令和７年１月17日
①トナーカートリッジ（ＮＥＣ）始め３件の単価契約　ア　トナーカートリッジ　ＮＥＣ　ＰＲ－Ｌ
8600－12　1,430本（予定）　イ　ドラムカートリッジ　ＮＥＣ　ＰＲ－Ｌ8600－31　610本（予定）　
ウ　リサイクルトナーカートリッジ　ＮＥＣ　マルチライター 8600用　環境配慮型ＰＲ－Ｌ8600－65　
990本（予定）　②令和７年２月27日　③東京都港区芝浦４－９－25　ＮＥＣフィールディング株式会社
　④ア　23,100円（単価）　イ　13,112円（単価）　ウ　7,150円（単価）　⑤一般競争入札　⑥令和７
年１月17日
①トナーカートリッジ（キヤノン）始め14件の単価契約　ア　インクカートリッジ１　キヤノン　ＢＣ
Ｉ－19ＢＫ　7,740個（予定）　イ　インクカートリッジ２　キヤノン　ＢＣＩ－１９ＣＬＲ　3,210個

（予定）　ウ　インクカートリッジ３　キヤノン　ＢＣＩ－370ＸＬＰＧＢＫ　780個（予定）　エ　イン
クカートリッジ４　キヤノン　ＢＣＩ－371ＸＬＢＫ　250個（予定）　オ　インクカートリッジ５　キ
ヤノン　ＢＣＩ－371ＸＬＣ　660個（予定）　カ　インクカートリッジ６　キヤノン　ＢＣＩ－371ＸＬ
Ｍ　540個（予定）　キ　インクカートリッジ７　キヤノン　ＢＣＩ－371ＸＬＹ　570個（予定）　ク　
インクカートリッジ８　キヤノン　ＢＣＩ－371ＸＬＧＹ　220個（予定）　ケ　インクカートリッジ９
　キヤノン　ＢＣＩ－380ＸＬＰＧＢＫ　3,410個（予定）　コ　インクカートリッジ10　キヤノン　ＢＣ
Ｉ－381ＸＬＢＫ　1,560個（予定）　サ　インクカートリッジ11　キヤノン　ＢＣＩ－381ＸＬＣ　2,540
個（予定）　シ　インクカートリッジ12　キヤノン　ＢＣＩ－381ＸＬＭ　2,310個（予定）　ス　インクカー
トリッジ13　キヤノン　ＢＣＩ－381ＸＬＹ　2,300個（予定）　セ　インクカートリッジ14　キヤノン　
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ＢＣＩ－381ＸＬＧＹ　1,050個（予定）　②令和７年２月27日　③名古屋市中区大須４－10－68　株式会
社ワキタ商会　④ア　1,105.5円（単価）　イ　1,463円（単価）　ウ　1,380.5円（単価）　エ　1,243円

（単価）　オ　1,243円（単価）　カ　1,243円（単価）　キ　1,243円（単価）　ク　1,243円（単価）　
ケ　1,540円（単価）　コ　1,644.5円（単価）　サ　1,644.5円（単価）　シ　1,644.5円（単価）　ス　
1,644.5円（単価）　セ　1,644.5円（単価）　⑤一般競争入札　⑥令和７年１月17日
①インクカートリッジ（ブラザー）始め４件の単価契約　ア　インクカートリッジ１　ブラザー　ＬＣ
417ＸＬＢＫ　1,180個（予定）　イ　インクカートリッジ２　ブラザー　ＬＣ417ＸＬＣ　1,170個（予定）
　ウ　インクカートリッジ３　ブラザー　ＬＣ417ＸＬＭ　1,210個（予定）　エ　インクカートリッジ４
　ブラザー　ＬＣ417ＸＬＹ　1,130個（予定）　②令和７年２月27日　③名古屋市東区葵二丁目６番20号
　株式会社冨田文房具店　④ア　3,850円（単価）　イ　4,730円（単価）　ウ　4,730円（単価）　エ　
4,730円（単価）　⑤一般競争入札　⑥令和７年１月17日
①インクパック（エプソン）始め18件の単価契約　ア　インクパック１　エプソン　ＩＰ05ＫＡ　3,130
個（予定）　イ　インクパック２　エプソン　ＩＰ05ＣＡ　3,720個（予定）　ウ　インクパック３　エ
プソン　ＩＰ05ＭＡ　4,140個（予定）　エ　インクパック４　エプソン　ＩＰ05ＹＡ　3,580個（予定）
　オ　メンテナンスボックス１　エプソン　ＰＸＭＢ８　1,380個（予定）　カ　インクカートリッジ１
　エプソン　ＩＣＢＫ76　730個（予定）　キ　インクカートリッジ２　エプソン　ＩＣＣ76　610個（予
定）　ク　インクカートリッジ３　エプソン　ＩＣＭ76　570個（予定）　ケ　インクカートリッジ４　
エプソン　ＩＣＹ76　540個（予定）　コ　メンテナンスボックス２　エプソン　ＰＸＭＢ３　110個（予
定）　サ　インクカートリッジ５　エプソン　ＩＣＢＫ82　1,990個（予定）　シ　インクカートリッジ
６　エプソン　ＩＣＣＬ82　1,510個（予定）　ス　メンテナンスボックス３　エプソン　ＰＸＭＢ５　
680個（予定）　セ　インクボトル１　エプソン　ＩＴ08ＫＡ　220個（予定）　ソ　インクボトル２　エ
プソン　ＩＴ08ＣＡ　210個（予定）　タ　インクボトル３　エプソン　ＩＴ08ＭＡ　220個（予定）　
チ　インクボトル４　エプソン　ＩＴ08ＹＡ　210個（予定）　ツ　メンテナンスボックス４　エプソン
　ＰＸＭＢ９　190個（予定）　②令和７年２月27日　③名古屋市中村区平池町四丁目60番地12　株式会
社フューチャーイン　④ア　6,930円（単価）　イ　1,672円（単価）　ウ　1,672円（単価）　エ　1,672
円（単価）　オ　2,475円（単価）　カ　4,180円（単価）　キ　1,650円（単価）　ク　1,650円（単価）
　ケ　1,650円（単価）　コ　1,980円（単価）　サ　1,430円（単価）　シ　1,045円（単価）　ス　418
円（単価）　セ　4,510円（単価）　ソ　2,145円（単価）　タ　2,145円（単価）　チ　2,145円（単価）
　ツ　2,090円（単価）　⑤一般競争入札　⑥令和７年１月17日
①連続写真用紙始め７件の単価契約　ア　連続写真用紙　エプソン　ＧＰ11ＬＢＬ　5,990箱（予定）　
イ　インクカートリッジ１　エプソン　ＧＪＩＣ10Ｋ　1,140個（予定）　ウ　インクカートリッジ２
　エプソン　ＧＪＩＣ10Ｃ　1,150個（予定）　エ　インクカートリッジ３　エプソン　ＧＪＩＣ10Ｍ　
1,150個（予定）　オ　インクカートリッジ４　エプソン　ＧＪＩＣ10Ｙ　1,140個（予定）　カ　インクカー
トリッジ５　エプソン　ＧＪＩＣ10ＬＣ　1,140個（予定）　キ　インクカートリッジ６　エプソン　Ｇ
ＪＩＣ10ＬＭ　1,150個（予定）　②令和７年２月27日　③大阪市中央区心斎橋筋１－４－29　株式会社
ナニワ商会　④ア　4,532円（単価）　イ　3,465円（単価）　ウ　3,465円（単価）　エ　3,465円（単価）
　オ　3,465円（単価）　カ　3,465円（単価）　キ　3,465円（単価）　⑤一般競争入札　⑥令和７年１
月17日
①ＳＤカード（改ざん防止機能付）の単価契約　ＳＤカード（改ざん防止機能付）　72,280枚（予定）　
②令和７年２月27日　③大阪市中央区心斎橋筋１－４－29　株式会社ナニワ商会　④797.5円（単価）　
⑤一般競争入札　⑥令和７年１月17日
①遺体用厚手ビニール（グレー）始め２件の単価契約　ア　遺体用厚手ビニール（グレー）　10,450枚（予
定）　イ　遺体収納袋　6,650枚（予定）　②令和７年２月27日　③名古屋市中区大須４－10－68　株式
会社ワキタ商会　④ア　1,078円（単価）　イ　4,400円（単価）　⑤一般競争入札　⑥令和７年１月17日
①再生紙始め３件の単価契約　ア　再生紙１　ＰＰＣ用紙　Ａ４　１〆500枚入　１箱５〆入　42,850箱

（予定）　イ　再生紙２　ＰＰＣ用紙　Ｂ４　１〆500枚入　１箱５〆入　60箱（予定）　ウ　再生紙３
　ＰＰＣ用紙　Ａ３　１〆500枚入　１箱５〆入　1,330箱（予定）　②令和７年２月27日　③名古屋市熱
田区旗屋１－６－11　株式会社隆陽社　④ア　2,057円（単価）　イ　3,080円（単価）　ウ　2,461.8円（単
価）　⑤一般競争入札　⑥令和７年１月17日

　　　　　　　　　　　　　　　　
　警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という。）第22条第２項第１号に規定する警備員指導教育責
任者講習（以下「講習」という。）を次のように行います。
　　令和７年５月２日

愛知県公安委員会委員長　藤　森　利　雄　
１　講習の実施期日、定員、事前申込期間、受講者決定日及び受講手続期間
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区　　分 実 施 期 日 定員 事 前 申 込 期 間 受 講 者 決 定 日 受講手続期間
法第２条第１
項第２号に係
る警備業務

令和７年６月18日（水）
か ら 同 月25日（ 木 ） ま
で（ 日 曜 日、 土 曜 日 及
び国民の祝日に関する法
律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除
く。）の午前９時から午
後５時まで

48人 令和７年５月12日
（月）午前９時か
ら同月14日（水）
午後４時まで

令和７年５月23日（金） 令和７年６月２
日（月）から同
月６日（金）ま
での午前９時か
ら午後４時まで

２　講習を受講できる者
実施期日において、次のいずれかの要件（以下「受講要件」という。）に該当する者

⑴　最近５年間に講習に係る警備業務（以下「当該警備業務」という。）に従事した期間が通算して３年
以上であること。

⑵　警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」という。）
第４条に規定する１級の検定（当該警備業務に係るものに限る。以下「１級検定」という。）に係る警
備業法第23条第４項の合格証明書（以下「合格証明書」という。）の交付を受けていること。

⑶　検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務に係るものに限る。以下「２級検定」という。）
に係る合格証明書の交付を受けている警備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１
年以上当該警備業務に従事した期間があり、かつ、現に当該警備業務に従事していること。

⑷　検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和61年国家公安委員会規
則第５号。以下「旧検定規則」という。）第１条第２項に規定する１級の検定（当該警備業務に係るも
のに限る。以下「旧１級検定」という。）に係る旧検定規則第８条の合格証（以下「合格証」という。）
の交付を受けていること又は旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警備業務に係るもの
に限る。以下「旧２級検定」という。）に係る合格証の交付を受けている警備員であって、当該合格証
の交付を受けた後、継続して１年以上当該警備業務に従事した期間があり、かつ、現に当該警備業務に
従事していること。

３　実施場所
一般社団法人愛知県警備業協会　研修室（名古屋市東区代官町35番16号　第一富士ビル）

４　事前申込
受講を希望する者は、愛知県警察本部のウェブページ（https://www.pref.aichi.jp/police/）から、「申請・

手続き」、「警備業」、「警備員指導教育責任者資格者証取得講習及び直接検定の実施予定等」、「講習・検定
の事前申込要領」の順に進んで詳しい申込手続を確認して申し込んでください。
事前申込については、１人１回とし、定員数を越えた場合は抽選となります。

受講者の決定（抽選の当選者）については、愛知県警察本部のウェブページ（https://www.pref.aichi.
jp/police/）内で公表します。その際、個人を特定する方法として事前申込の際に付番する「申込番号」
により公表します。

５　受講手続
⑴　受講者は、愛知県内の警察署で受講の手続をしてください。
⑵　手続に必要な書類等

ア　警備員指導教育責任者講習受講申込書　１通
イ　２の⑴に該当する者にあっては、最近５年間に当該警備業務に従事した期間が通算して３年以上で

あることを疎明する警備業者等が作成する書面（警備業務従事証明書）及び履歴書　各１通
ウ　２の⑵に該当する者にあっては、１級検定の合格証明書の写し　１通
エ　２の⑶に該当する者にあっては、２級検定の合格証明書の写し並びに当該合格証明書の交付を受け

た後、継続して１年以上当該警備業務に従事した期間があること及び現に当該警備業務に従事してい
ることを疎明する警備業者等が作成する書面（警備業務従事証明書）　各１通

オ　２の⑷に該当する者にあっては、旧１級検定の合格証の写し又は旧２級検定の合格証の写し並びに
当該合格証の交付を受けた後、継続して１年以上当該警備業務に従事した期間があること及び現に当
該警備業務に従事していることを疎明する警備業者等が作成する書面（警備業務従事証明書）　各１
通

カ　写真（申込み前６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦の長さ3.0センチメートル、
横の長さ2.4センチメートル。裏面に氏名及び撮影年月日を記入すること。）　２枚

６　受講手数料の納付
38,000円分の愛知県証紙を証紙貼付書（愛知県財務規則（昭和39年愛知県規則第10号）第53条第１項に

規定する証紙貼付書をいう。）に貼って、講習の初日に納付してください。
なお、一旦納付された手数料は、返還しません。

７　その他
事前申込期限を過ぎても申込人員が定員に満たない場合は、定員に達するまで又は受講手続期間終了ま
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第601号
で受講申込みを受け付けますので、愛知県警察本部生活安全部生活安全総務課警備業係に問い合わせてく
ださい。

８　問合せ先
愛知県警察本部生活安全部生活安全総務課
　電話（052）951－1611　内線3283・3284

　　　　　　　　　　　　　　　　 正 誤

　令和７年４月15日第596号目次中「第８号」は「第９号」の、２ページ中「愛知県病院事業庁管理規程第８号」
は「愛知県病院事業庁管理規程第９号」の誤り。
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